
資料１

幼児教育無償化の概要

食材料費実費徴収
０～２歳児 ３～５歳児 ３～５歳

保育所

認定こども園
（保育認定子ども）

地域型保育事業

幼稚園（施設型給付）

認定こども園
（教育認定子ども）

幼稚園（私学助成）
無償

（月額25,700円上限）

　主食，副食いずれも
　実費徴収

（上記と同様の徴収免
　除のため，補足給付
　事業あり）

新１号認定

一時預かり事業
（幼稚園型）

保育の必要性があると
認定を受けた住民税
非課税世帯の満３歳児

保育の必要性があると
認定を受けた子ども

無償
（月額11,300円上限）

（満３歳児は
　月額16,300円上限）

認可外保育施設
（地域保育所を含む）
一時預かり事業
（一般型）

病児・病後児保育事業

ファミリー・サポート・セン
ター事業
就学前の障害児の発達支援
（児童発達支援，
　医療型児童発達支援，
　居宅訪問型児童発達支援，
　保育所等訪問支援，
　福祉型障害児入所施設，
　医療型障害児入所施設）

─ 全ての子ども 無償

施設等利用給付
認定

不要

必要

新２号認定
新３号認定

─

特定子ども・子育て
支援施設等の確認

不要

　主食，副食いずれも
　実費徴収

（年収約360万円未満
　の世帯の全ての子ど
　も及び年収約360万
　円以上の第３子以降
　は副食費の徴収免除）

新
制
度

認可保育所等を利用し
ていない子どものうち，
保育の必要性があると
認定を受けた住民税
非課税世帯の子ども

認可保育所等を利用し
ていない子どものうち，
保育の必要性があると
認定を受けた子ども

無償
（月額37,000円上限）

（０～２歳児は
　月額42,000円上限）

※複数事業併用可

無償化の内容

無償

対象施設・事業
対象者

住民税非課税世帯の
全ての子ども

全ての子ども

全ての満３歳児 全ての子ども


